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自動車工業は使用される部品点数が非常に多い上，多岐にわたる裾野の広い産業である O 完成
車メーカーが単独であらゆる部品を製造することは極めて難しL、。実際，相当数の部品をサプラ
イヤーに依存しており，完成車メーカーにおいて製品原価に占める買入部品費の割合は非常に大
きいω。それ故， Iトヨタ自動車株式会社(以後， トヨタ)J等の完成車メーカーが所要の利益を
確保するには，購入部品等の原価管理が極めて重要なものとなる。
部品等の購買活動に係る原価管理として，伝統的には「内製か外注か」等の業務的意思決定会
計があり，取引交渉時の購入代価に係る差額原価が議論の対象になってきた。 だが， Shank and 
Govindarajan (1993， 13-17)が「戦略的コストマネジメント」として価値連鎖分析の必要性を
提起してより，購入代価のみならず製品ライフサイクル全体にわたって発生するコストやその管
理にも注意が払われるようになった。また，同時期，加登(1993)により原価企画と関連付けて
サプライヤ一関係が論じられている。これらが契機となり，それ以来，管理会計研究としてサプ
ライヤーとバイヤーとの関係性に目が向けられているω。
サプライヤーとバイヤーとの関係は一朝一夕に構築されるものではなL、。また，構築された関
( 1 ) 大野 0964，424)によれば「自動車産業における購入部品の占める割合は，工場原価の 60-70%に
達するのが現状J.日本生産管理学会編(199詰， 186)によれば「車の構成金額のなかで65-75%の割合
を，外部の協力部品会社から部品として購入」とされている。従つで，戦後の日本自動車産業において
は，製造原価に占める買入部品費の割合が大体7割であったと推察される。
(2) 欧米においても原価企画研究に喚起された結果，サプライヤーとバイヤーとの関係性に目が向けられ
るようになり，例えばCarrand Ng (1995)等がある。これら組織間関係を取り上げた管理会計研究
については窪田・大浦・西居 (2010)がレビムーを行っている。
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係性も，両者を取り巻く経営環境等の変化とともに移り変わってきたはずである。では，いかに
両者の関係は変化してきたのであろうか。製品原価の低減そ目指すバイヤーにとって，その経営
環境に対応するように購買管理システムを変化させることは重要である。だが，こうした購買管
理システムの歴史的変遷を取り上げた管理会計研究は皆無である。そこで，本稿では製品原価管
理のために購買管理が重視される完成車メーカーの中でも，特にそのシステムが整備されている
トヨタの事例を通じ，サプライヤーとバイヤーとの関係性の進化を，完成車メーカーの購買管理
システムの歴史的進化という観点から論じるo
和田(1991，2) によれば， トヨタとその部品サプライヤーとの関係が形成され始め，その原
型がほぼ出来上がったのは，第2次世界大戦後から 1970年代初頭にかけてであったという ω。
だが，前田 (2008，23)でも示されるように， トヨタの創業者・豊田喜一郎氏は生産した自動車
の製品原価に注意を払っており，その原価管理のために買入部品に関する方針を立てていた。そ
こで，本稿では 1930年代という同社の創業から 1960年代までの期間に焦点を当て，その期間中，
原価管理という観点から購買管理システムがどのように進化したのかを示す。
2 1930""40年代におけるトヨタの購買管理
2.1 部品内製化の志向性
2.1.1 創業当初の方針と経営環境
1933年 9月， r株式会社豊田自動織機製作所」は自動車部を設置し〈その後， 1937年 8月に自
動車部は「トヨタ自動車工業株式会社」として独立し，合併により 1982年 7月に「トヨタ自動
車株式会社Jと改称)，組立工程に特化して自動車事業に参入しようとしたω。だが，既存のメー
カーからはトヨタが求める技術水準の部品を入手できず，自社内で製造しなければ，必要な部品
を調達できなかった。そとで，創業聞もない同社は部品内製化を原則とする方針を打ち出し，精
密に製造できる;工作機械を外国から購入し，社内で部品を生産していくことにした。
だが，部品内製化という方針を採ったものの，当時のトヨタが所有していた資本は小きく，全
ての部品製造に必要な設備を賄うことなどできなかった。つまり，全ての部品の内製化など不可
(3 ) その後， 2000年7月にトヨタは iCCC21 CConstruction of Cost Competitivcncss 21) Jを実施し
た。この CCCとは|まずお客様に提供するべき車の品質と価格目標を設定し，それを実現するための
部品の機能や品質，コストはどうあるべきかを，技術，生産技術・生産，調達，仕人先の 4者が一体と
なって，根本から見直す組織横断の活動である。……(中断)…ー具体的には，主要 173品目を選定し，
30%の低減を推進して世界最安値を実現しようというものJ(トヨタ自動車 75年史編算委員会編，
2013， 446)である。また， 2012年より同社は '-TNGA(Toyota New Global Architecture) Jと呼ば
れる設計手法を導入して「外から見えない部品の設計を統一し，全体で 4000~5000 種類の部品のうち
半分程度で共通化を目指すJ(日本経済新聞 2012年3月2日付朝刊 11面)等の取り組みを行っている。
これら 1990年代以降の購買管理については資料不足もあって，本稿では扱えず，今後の課題としたい。
(4 ) 前回 (2008，23)で示されているように，自動車事業への参入当初， トヨタは「基礎エ業技術の弱い
部分は内製化を図ることで克服する」という方針を有していた。
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能であり，必然的に外注部品に頼らざるを得なかった(九そこで， トヨタは良い品質の部品を産
出するメーカーを探し出し，そこに部品製造を依頼して外注を図った。
すなわち，創業当初のトヨタは内製化の方針与を燭げつつも，現実としては相当数の部品を外注
に依存していたのである。
2.1.2 r自動車部品統制内規」による内製化の方針
1930年代末は軍需・民需ともに活況で，国産車に多くの需要が寄せられていた。そして， 1939 
年9月に勃発した第2次世界大戦の影響により，当時H本の自動車市場を席巻していた外問車の
輸入が停止した。喜一郎氏はこれを 1938年 11月に生産開始した挙母工場(現・本社工場〉のた
めに投じた巨額の投資を回収できる絶好の機会と捉えた。そこで，増産を図ると同時に，製品原
価を低減させるべく買入部品費に注目した。
当時，買入部品費がl台当たりの製造原価において非常に大きな割合を占めていた〈九外注し
ていた部品サプライヤーがトヨタ向けの生産を片手間の仕事としていたために，その原価が割高
なものになっていると考えた喜一郎氏は，買入部品の内製化を促進し，製造原価を低減させよう
と図った(前田， 2008， 28)。この考えは直ちに実行され， トヨタ自動車工業編(1967，180)に
よれば， 1940年 1月時点でそれまで 700点近くあった貫入部品を 570点にまで減少きせたとい
う。しかし，この程度の内製化では買入部品費の原価低減には十分な効果がなかった。そこで，
内製化を徹底させるべくトヨタ経営陣は 1940年 2月に「自動車部品統制内規」を制定し，部品
ごとに外注から内製化へと切り替えていくよう命じたのであるの。
だが，間もなく太平洋戦争が勃発して統制経済へと移行し，自動車部品にも政府による統制が
強化された。そのため，内製化へと切り替えるという方針は，当時の経営環境ゆえに継続させる
ことができなくなってしまったのである。
2.2 部品サプライヤーとの協調関係の誕生
1937年 7月に勃発した日中戦争の長期化とともに，軍部にとって重要な輸送手段であった自
動車にも様々な統制が敷かれていった。当時，自動車工業行政を管轄していた商工省機械局の課
長であった橋井(1940，170)は「自動車自瞳の供給統制と，自動車の生産体制と，そして，生
( 5 ) Arnold and Faurote (1915， 28-29)は，フォードでも初期のハイランド、パーク工場 (Highland
Park plant)時代は， 1"フォー ド車のすべてを作っているわけではなL、。車体，車輪，タイヤ……(中
略)……は，外部の供給源から購入しているJと述べている。また，同社の副社長を務めた Sorensen
(2006， 17ト172)は， T型フォードの生産規模が急速に拡大するにつれ， 1"サプライヤー はフォー ドが
必要とする材料や部品を供給することができなくなり，サプライヤーが追いつくまで生産を縮小，ある
いは休止するか，内製するかという選択」に迫られ，その結果，新設のリバールージュ工場 (River
Roug巴plant)では資材の安定供給のための内製化に取り組んだと述べている。
(6 ) 和田編 (1999，183)によれば， トヨタは 1936年12月に 250台の自動車を製造し， 1台当たりの製造
原悩が3，088.269円であったが，そのうち外注部品は 1，411.60円であった。
(7) 1"自動車部品統制内規」と「外注部品内製切替命令」はトヨタ自動車工業編(1967，181-182)にある。
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産用資材の統制とは，自動車統制の中橿として，最も確賓に賓施されることを必要と」する統制
だと述べている。すなわち，自動車を構成する材料や部品が多岐にわたるため，自動車それ自体
の統制はもちろん，その部品等の統制も必要だというのである。実際，商工省は自動車部品も統
制していた。自動車部品に関する統制には，主に「自動車部品の供給に関する統制」と「自動車
部品の生産者に対する統制」があったが，本輸に関係するのは後者である∞。
2014年現在に至るまで， 日本の完成車メーカーは大多数の部品製造を協力的なサプライヤー
に頼っている。そのような企業行動を複数のメーカーが採るようになった端緒は，国家総動員法
が公布された 1938年4月から終戦までの期聞の経営環境にあったと筆者は考える。
日本自動車工業会編(198.52)は，戦時下にあっ.た当時の状況を「国の生産力拡充計画によ
り，急激な増産が必要になったことから，完成車メーカーはそれに部品を供給するといった専属
工場体制あるいは協力工場体制が敷かれるようになった。こうした関係は，技術交流に進んだば
かりか協力工場間同士で工場診断をしあうといった緊密な関係にまで発展したH ・H ・(中略)……
こうしたことが起こったのは，戦時下ゆえに完成車メーカーと部品メーカーとの調和のとれた発
展が望めず，むしろ完成車メーカーが遅れ気味の部品メーカーを意識的に育成していかなければ
ならなL、」と述べる。つまり，戦時下という特殊な状況にあったが故に， トヨタをはじめ完成車
メーカーは部品サプライヤーを育成するといった協調関係が結ぼれたのだとされる。では，なぜ
トヨタ等はそうした協調関係を築く必要があったのか。その主たる原因は. 1940年 12月に商工
省より通達された「機械鉄鋼製品工業整備要綱(以後，機械鉄鋼要綱)Jにあった。
1940年当時，商工省は「従来は発注工場と下請工場の聞に「親子の結合関係」が確立されて
いなかったため，大工場は不況になると下請工場を捨て，下請工場は需要が増えると下請をやめ
利益の高い完成品政策に向かっていった。安定的な下請関係がないと，下請工場は自分の仕事に
専念して技術を向上できないし，親工場は生産計画が混乱JC森. 1943. 330)し，物資の供給が
滞ってしまうと考えていた。中でも，戦争遂行に不可欠な機械・鉄鋼製品の供給が停滞する最悪
な事態は避けねばならない。そこで商工省は「専属的・固定的な取引関係を形成させること，そ
してその中で親工場は下請工場の面倒を見，下請工場は親工場に協力する体制を作り上げていく」
(植田， 1995. 221)ことで，機械・鉄鋼製品の安定供給を図ろうとしたのである。
(8 ) ここで簡単に自動車部品の供給に係る統制に触れておく。 1938年1月，商工省の認可を受けて「全
国自動車部品工業組合連合会」が設立された。開会では，主要部品16品目について毎四半期ごとに各
部品の生産計画を立て，商工大臣の承認を受けて，これを組合員である各部品メーカーに生産割当てを
する。そして，生産された部品は工業組合連合会の指定倉庫に納入され，各道府県別に割り当て出荷す
るという具合で，まず自動車部品の供給が統制された。だが，塩地(192，102)が示すよう，その後，
太平洋戦争の開戦に伴い 1941年12月に「自動車統制会Jが誕生すると， 1942年6月，生産と配給の
分離を内容とする「自動車および部品配給統制機構整備要綱」が商工省から通達され，それを受けトヨ
タや日産など各社がそれまで保有していた販売網が強制的に統合され.1942年7月， I日本自動車配給
株式会社〔以後，日配)Jが設立され，工業連合会が行っていた自動車部品の配給統制を日配が行うこ
とになった。すなわち，日本自動車部品工業会 0969，19)が述べるように，日配が自動車および自動
車部品の軍部への納品，民間への配給を一元的に行うようになったのである。
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さらに， 1941年 1月には「協力工業整備実施要綱」が発せられ，そこでは「下請ナル名称ノ、
適当ナラザルモノアルヲ機械鉄鋼製品工業要綱ニ所謂下請工業，下請工場ハ爾今協力工業，協力
工場ト称スルモノトスJ(植田， 1995， 220)と明記されていた。すなわち，発注会社(完成車メー
カー)と下請会社(部品サプライヤー)との協調は，軍需物資の安定供給を企図した国策から誕
生したものであった。
完成車メーカーと部品サプライヤーとの協調関係は，自動車工業の特性からも必要なことであっ
た。自動車工業は非常に多くの部品を必要とするため，部品確保のためにも，サプライヤーと友
好関係を築いておかなければならないからである。事実，機械鉄鋼要綱が通達される以前の
1939年 1月， トヨタは「第l回トヨタ自動車下請懇談会」を開催している。そして，部品サプ
ライヤーとの聞に「協力会」ωという親睦組織を生み出し，部品の供給が円滑になるよう努めて
いた。そして，商工省より機械鉄鋼要綱が通達されると，部品サプライヤーとの取引関係がより
固定的なものとなり，さらに強力な協調関係を築く必要性が生じたために， トヨタは「協豊会」
を誕生させたのである。
2.3 協豊会の設立
現在， トヨタは通常「協豊会」に所属する部品サプライヤーとのみ直接に取引を行う(へい
わば，数多存在する自動車部品メーカーのうち， トヨタと直接取引を行う部品サプライヤーと協
豊会のメンバー企業はほぼ同義である。
自動車工業は，戦時に重宝される鉄鋼等の物資を大量に消費する。そうした物資を僅かでも欠
けば自動車は完成しない。戦争が激化するにつれて，自動車生産に必要な金属は戦争遂行にとっ
てより優先度の高い飛行機や艦船の生産に割り当てられ， トヨタでも原材料や部品の供給に窮す
るようになった。一方，部品サプライヤーでも，①資材調達の問題，②召集を受けた熟練工の穴
をどう埋めるかという問題，⑤工場疎開の問題等，単独では解決できない様々な困難に直面して
いた(協豊会のあゆみ編集委員会編， 1967， 13)。そこで， 1943年 12月，既に存在していた協力
会を強化し，これら①~③の問題を， トヨタと部品サプライヤーが協同で解決する「協豊会」を
設立したω。
1945年2月に行われた協豊会の役員会で，その会則と組織が整備された。協豊会50年史編集
(9) トヨタ自動車編 0987，134)によれば， 1939年1月，協力会を発足するに当たり，喜一郎氏は「購
買規定」を制定し，部品サプライヤーを「当社ノ分工場」と位置づけている。
(10) トヨタ自動車 (2013，8)によれば， 2012年12月時点で協豊会に所属する部品サプライヤーは220社
である。なお，部品ではなく，設備・物流に係るサプライヤーは「栄豊会」に所属している。
(1) この協叢会は主に東海地域の協力部品メーカーから構成されていた。戦争が終結すると，戦時中の自
動車部品に関わる統制が消失し，航空機部品メーカーが平和産業である自動車部品メーカーへと転換す
る動きも見せた。そこで，協豊会の拡大と充実を図るため， 1946年7月に「東京協豊会J(1957年4月
に「関東協豊会」と改称)が， 1947年1月には「関西協豊会」が結成された。これを受け， 1943年設
立の協豊会は 1947年1月， r東海協豊会」と改称した。その後， 1999年1月に3つの協豊会は「協豊
会」として再び一つの組織に集約されている。
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委員会編(1994，24-25)によれば，同会の目的は次のように規定されている。
(1) トヨタ自工および業者側の連絡を緊密にし，相互の親睦を図る。
(2) 会員相五の技術の交流ならびに研錯
(3) 優良自動車部品の能率的工業化
(4) 会員相互の経営合理化研究
(34 ) 
終戦まで， トヨタは部品を原則内製化するという方針を採っていた。それは，まだ日本におけ
る工業技術の水準が低く，良質の部品を生産できる部品サプライヤーが少なかったからであるO
しかし，この協農会の設瓦によって， トヨタと部品サプライヤーとの繋がりが強いものとなった。
その結果，終戦直後の 1946年に喜一郎氏が「部分品製造の方針に就ては思ひきった轄換を致し
度いと考へて居ります。従来は色んな事情の矯自家製品が多く，外注に主力を注ぐ事が出来ませ
んでしたが，今後は協力会社の専門化を助長育成して，各々の専門的研究を徹底して頂き，専門
工場として濁自の賓力を養って頂き度いと思って居りますJ(和田編， 1999， 493-494)と述べる
ように，戦後のトヨタはそれまでの部品内製化から，協集会所属の部品サプライヤーを育成し，
そこに良質の部品そ製造させるという方針へと転換したのである。
3 1950年代における部品サプライヤーの育成
3.1 終戦後の経営環境
1950年代に入ると，自動車部品への経済統制が解除され，各完成車メーカーは市場取引を通
じて部品を購入するようになった〈叫。その結果， トヨタの購買部門も fl、かにして必要数の部
品を揃えるか」かられ、かにして必要とする部品を低価格で必要数を揃えるか」へと調達方針を
変更することになった。当時は外貨の割当が厳しく，良質な部品を海外に求めることなど期待で
きない。そのため，戦後直後に喜一郎氏が述べたように，完成車メーカーが望む機能や品質を有
した部品を作れるよう，部品サプライヤーを育成する必要があった。さらに，サプライヤーとの
価格交渉を通じ，必要な部品を低価格で入手する必要もあった。すなわち，購買管理の機能として
少なくとも，①部品サプライヤーの育成と，②取引における価格交渉という 2点が必要であった。
トヨタでは，こうした購買管理機能は購買部門だけが担っていたわけではない。口木人文科学
会(1963，134)によれば， 1950年代当時のトヨタの「購買部が行う業務は，単価決定に関する
価格交渉業務に関連するものを主としており，協力工場の進度管理に関しては各製造部門ライン
(12) 佐藤 (198，254)によれば，この時期に自動車メーカーが部品を内製化するのではなく，外注に依
存するようになったのも，①固定資本の節約(材料費，労務費，間接費など)，②景気変動の調獲弁
(需要の不安定，市場の変化)，③賃金格差の利用(下請単価の安さ)，④労働運動の分散(抵抗の弱さ)
などの利点があったからだという。
(35 ) トヨタ自動車における購買管理システムと原価管理 35 
が工務課とともに行っており，購買部は関与しなL、」方針であったという。つまり，部品サプラ
イヤーとの価格交渉は購買部門(購買部)が担当していたが，部品サプライヤーの育成は購買部
門ではなく，生産管理部門(工務部)等の関係諸部門が関与していたのである。同社の購買管理
システムは複数の部門がそれぞれの機能を担う構造となっているのである。
3.2 工場近辺の中小部品サプライヤーとの関係
3.2.1 特需と品質管理意識の植え付け
戦後， トヨタは協豊会所属の部品サプライヤーを育成し，そこに良質の部品を製造させる方針
へと転換した。当時はまだ自動車需要自体が大きくなかった。そのため，自動車部品の需要も僅
かで，ごく一部の例外はあるものの，ほとんどの自動車部品専門のサプライヤーは中小規模に留
まっていた叩。そして，戦後直後の混乱でトヨタ自体も自社の生存に努めるのが精一杯で，他
の部品サプライヤーに関わる余裕などなかった。そうした状況が一変したのが， 1950年 7月の
「在日米軍調達部(JPA)Jからの大量受注であった。
軍用トラックの発注に当たり， JPA は最も品質を窒視していた。完成車の品質名保証するに
は，完成車に使用される部品の品質も保証されるものでなければならない。そのため，この発注
を受ける際， JPAの検査規定がトヨタのみならず協豊会のメンバー企業にも適用きれ，各部品
サプライヤーにも JPAから検査官が派遣された。そして，検査規定をクリアしなければならな
いため， トヨタも品質管理手法をサプライヤーに指導した(協豊会50年史編集委員会編， 1994， 
32)。その結果，品質管理意識が協豊会メンバーにも根付くようになったという(叫。
品質管理手法の指導を通じ，各部品サプライヤーは生産・技術・管理等の多方面で外国部品メー
カーと著しい格差があるととを知り，やがて先進的な生産技術や経営技法等を積極的に吸収して
いこうと試みるようになった。部品サプライヤーに品質管理手法が導入されると， トヨタの部品
受入検査も合理化できる O そのため，当時トヨタ常務であった斎藤尚一氏は 1953年の協豊会総
会の席で品質管理導入を強く訴えているO とうした一連の動きにより，協豊会メンバー企業に品
質管理の思想、が徹底的に植えつけられ，各部品サプライヤーは納入する部品に，最終結果の管理
図を添えるようになったのである。
3.2.2 中小企業庁系列工場診断と部品サプライヤーの育成強化
1952年7月，中小企業庁が「機械器具系列診断要領」を制定し，企業系列の整備と充実のた
(13) 協豊会50年史編集委員会編(1994，31)によれば，当時の協豊会メンバー企業のうち 60%は中小企
業で， トヨタへの納入部品の約 80%をそうした企業が担っていたという。
(14) 後に，その時の経験をアイシン精機の桂山・水野(1979，91)は， IlPAの検査は，精度，機能，強
度，外観などあらゆる面から科学的にチェックされるので，私たちにとっては怖い存在でした。…
〈中略)……立ち上がり当時は，こうした米軍の品質管理手法に基づく検査と製造品質との簡のギャッ
プが大きく苦労しましたが， JPAやトヨタ自工の熱意のある指導の積み重ねのおかげで，科学的品質
管理手法を少しずつ身につけていきました」と表現している。
36 『明大商学論議』第 97巻第 I号 (36 ) 
めの診断制度が発足した。これを受け， トヨタでも同年9月に部品サプライヤー(協力工場)の
受診を申し込んだ。協県会50年史編集委員会編 (1994，32-33)によれば，この「系列工場診断」
とは，外部の専門家に親会社と協力工場との関係を分析してもらい，その特色や欠陥を明らかに
し，それに基づいて取引方法の改善や協力工場側の資材・資金難を克服し，総合的に経営体質を
改善させるというものである。
生島(1953，22)は，その様子をトヨタの経営調査室のスタッフが「日本で初めての系列工場
診断を当局へお願いして，外部の専門家によってそのて場の長所短所を指摘してもらい，親子工
場協力して悪い所を治すように努力を続けて，工場の能J容をあげると共にコストの引下に協力し
てもらいつつあります」と述べている。こうして浮き彫りになった課題は， トヨタと当該部品サ
プライヤーとの協力で解決されていった。
なお， 1956年6月に「機械工業振興臨時措置法(以下，機振法)Jが公布されている(ヘこれ
は部品サプライヤーに生産性に優れた機械設備を導入しやすくするという利点がある。こうした
トヨタと部品サプライヤーとを取り巻く経営環境が，系列工場診断後の経営体質改普活動を支援
したであろうことも見逃せない。
戦後のトヨタは部品サプライヤーを徹底的に育成するという方針であった。それを裏付けるの
が，長くトヨタで購買担当の責任者を務めた副社長・大野修司氏の言葉である。 1960年頃，フォー
ドと提携して合弁会社を設立しようという動きがあった際，大野 0966，365)は I[合弁会社の]
そういう話をしている過程においてぶつかっちゃった問題があるんです。……(中略〉……「そ
の新会社はいままで当社が取引きしておる部品会社と取引きすべきであるJというものです。そ
うしたら向こうは「そういうことは意味がない，新会社をつくったら図面を出して，見積もりを
させて，いいところに落とせばいいのだ」という考え方なんですね。ところがわれわれからしま
すと， I全体の量をふやして，いまの部品会社の生産を上げて，それによってコストを下げたL、。
日本では部品工業が発達途上にあるので，これを育成しているんだからこういう方法でやってく
れ」という条件をつけたのですjと述べている。すなわち， 1960年前後の当時でもまだ日本の
部品工業の技術水準が低く，部品サプライヤーを完成車メーカーが保護していかなければ，良質
な部品を入手できなかった。こうした経営環境ゆえに，部品サプライヤーの育成という方針が引
き続き堅持されたのである。
3.3 部品サプライヤーとの価格交渉
1953年7月に中小企業系列診断の結果が診断報告書としてまとめられ，親会社であるトヨタ
(15) 尾高(1996，342-343)によれば，機振法に基づき，設備投資を行う計画を持った部品メーカーは，
投資計画を通産大臣の諮問機関である「機械工業審議会」に提出し，その審査に合格すれば，日本開発
銀行(1961年からは中小企業金融公庫)から融資が得られた。そして， 日本開発銀行あるいは中小企
業金融公庫から融資を得れば，他の市中銀行からも融資を受けやすいという面があった。また，外貨規
制の厳しい当時でも，この審査を通過していれば，必要とする工作機械を輸入でき，設備の減価償却に
ついても税法上の特典が与えられるなどがあったという。
( 37) トヨタ自動車における購買管理シスデムと原価管理 37 
にも改善勧告がなされた。これに伴い，それまで部品の購入価格は「時価を基準として多分に経
験者の「カンJに頼ってJ(トヨタ自動車工業編， 1967， 395)決められていたが，変更2きれるこ
とになった。
日本人文科学会(1963，135-136)によれば，この当時， トヨタの購買部門は l部品 l社を原
則に発注を行っていた。その際，部品単価が交渉されるが，それは当該部品サプライヤーに見積
原価計算書を提出させて，それをベースに行うといったものであった。
原価計算書は「直接材料費JI直接労務費JI製造間接費JI販売費・一般管理費Jの各費目か
ら構成される。直接材料費は実際に使用される材料の見積金額で設定された。 I直接労務費(直接
工賃)は，事前にトヨタと部品サプライヤーとの聞に賃率が決まっているため，見積T数が交渉
され，それにより決められた。そして，製造間接費は「直接工賃×製造間接費係数」という式に
基づいて決定されてL、た(16)。
自動車の製品原価に占める買入部品費の割合は大きいため，完成車メーカーが製品原価を低減
させるには，部品単価の低減を部品サプライヤーに要請しなければならなL、。そして，要請する
には， トヨタでも部品の原価を構成する各費目の吟味が必要である。そこで， トヨタでは 1955
年頃から，経営陣，技術部門，購買部門が連携した「部品原価検討会J<!7)を開催するようになっ
たという。トヨタの取締役を務めた梅原(1976，10)は「昭和 33口958J年明の部品価格はアメ
リカの製造会社が貰っている価格の約2-3倍であった。自動車工場で如何に合理化をすすめ，
自動化への速度を速めても，部品会社がついて来ない限りコスト的に太万打ちできないことが痛
感された。……(中略)……そのため，部品原価検討会ができ，経営，技術，購買の 3部門から
出席，現社長豊田英二が議長となり，円形の席の中央にまず購買担当者が原価構成を説明し，検
討が始まる。自由活発な討論が行なわれた」と述べている。
部品原価検討会における議論を通じて，やがて購目部門以外でも買入部品の原価低減に注意が
払われるようになり，やがて材料の原単位の切下げや，材質の変更などが積極的に行われるよう
になった。つまり，賀入部品の原価低減をその構成原価に着目して実施するための場が形成され
たことから，購買部門以外の様々な部門が関与するようになり， トヨタでは職能を超えて貫入部
(16) 日本人文科学会(1963，135-136)によれば，この係数は大体 190-170%だという。販売費およびー
般管理費については年l回，部品メーカーがトヨタに決算書類を提出し，そこに記載されているデータ
に基づいて決定されるという。なお，浅沼(1984，42)によれば，製造間接費のうちプレス型について
はある慣行があるという o もし当初，ある部品メーカーとの聞で 10万個分の買い上げを前提とし，部
品メーカーがある特定部品のためだけにプレス裂を購入あるいは作成した場合，単価交渉では，そのプ
レスのためにかかった総原価の 10万分の lに相当する額が考慮、される。だが，もしその部品を使う自
動車の販売が不振のため，その部品を8万個しか買い上げないのであれば，残る 2万台分の相当する額
をトヨタの側が補償するという。逆に，当該部品を 11力ー倒購入することになれば，当初予定よりも多
い1万個分については，プレス型の原価(型費〉を差しヲI~、た額が単価となる。すなわち， I型費につ
いては，完成車メーカーの側が， リスクを負担している」という。
(17) トヨタ自動車編 (1987，305)によれば， 1955年1月に「クラウンを販売したころから，各部内で部
品検討会が聞かれるようになり，材料原単位の切下げ，材質の変更，工数低減など積極的な原価低減へ
の努力」がなされるようになったという。
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品費の原価低減意識が普及することになったと言えるのである。
4 1960年代における購買管理システムの充実
4.1 部品サプライヤー育成体制強化のための購買管理部設立
1960年代， トヨタは購買管理システムをさらに効果的なものへと進化させている。購買管理
部長を務めた西村 0980，12)は， トヨタの購買管理の方針を r長期安定取引き」 ζそ当社の
購買業務の基本理念であるが，これは一度決めた取引関係をいたずらに続けてゆくというもので
はなL、。その取引きを続けてゆくことが，売手と買手の双方にとって最も有利であるという状態
を作りあげることによって，結果として長期的に安定した取引関係が実現するとの考え方である」
と述べている O こうした方針のトヨタは，長期的に部品サプライヤー(売り手〉と完成車メーカー
(買い手)の双方が有利な取引関係を継続できるよう，一層サプライヤーへの関与の度合いを高
めていったのである。
1960年代に入り，モータリゼーションが幕を聞けると「購買部では，購買量の急激な増加に
いかに対処し，企業問競争の激化するなかで購買業務のあり方をどのように定めるかについて，
盛んに議論がなされていた。これは欧米の自動車メーカーに比べて外注比率が高いため，購買部
門のやり方いかんが，品質やコストの面で競争力に大きな影響を与えることを認識していた」
(トヨタ自動車編， 1987， 306)からである。完成車メーカー聞でのシェア争いが激しくなり，購
買部門には良質な買入部品の原価低減が期待された。しかし，部品サプライヤーにこうした要請
をしても，それを実現できるだけの知識やノウハウが無ければ難じL、。そこで，直接，サプライ
ヤーに指導を行ってL、く部署として， 1966年に「購買管理部」が新設された。
初代購買管理部長を務めた根本 0983，151)は，購買管理部の誕生の経緯を「昭和四十年
(一九六五)にトヨタ向動車がデミング賞の実施賞を受賞しました。そのときの審査委員会の意
見書に， r貴社の QCレベルは非常に高くなった。しかし，自動車の部品の半分以 kが協力工場
でつくられているので，この協力工場のレベルを，貴社並みに高める必要がある。今後は，これ
が重要な課題である」とありました。トヨタ自動車のトップは，これを受けて協力工場に対して
QCの指導をするため，購買管理部を新設しました」と述べている。すなわち，従来，部品サプ
ライヤーの育成には関係諸部門が適宜関わってきたが，購買管理部門(購買管理部)の誕生を機
に，同部が一括して継続的に部品サプライヤーを育成する体制が構築されたのである。
4.2 部品サプライヤーへの指導
4.2.1 購買管理部門による指導内容
購買管理部の誕生後，同部による部品サプライヤーへの指導は，指導対象の役職に応じ，内容
を変えて実施するようになったという。根本 0983，102)は「社長や工場長の行う改善と，現
場第一線の人たちの行う改善では，とり応げるテーマが違います。現場の第一線では，作業の手
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順とか道具とか，目に見えるものが主になりますが，社長や工場長では，制度とか組織とか業務
システムといった，どちらかというとソフト面の改善が多く」なると述べている〈則。すなわち，
購買管理部はサプライヤーの経営陣には「方針管理」を，作業者レべルには現場を見ながら討議
して改善を進めていく iQCサ一クル」の指導を中心に実施していつたという(叩l四ω9的〕
こうしたトヨ夕の「指導を受けている部品メ一カ一には必ずしもトヨ夕系ではなく，独立系メー
カーや場合によっては日産系J(清， 1977， 63)の部品サプライヤーも含まれていたという。そ
れは当時，経営トップであった豊田英二氏の「装置産業の[工場が]少ない時に[協力工場が]
ヨソの仕事をやれば，売上高が増え，それだけコストダウンにつながる。その分だけこっち[ト
ヨタ自動車]も安いものが買えるわけで，ヨソの仕事をやってもらった方がいいわけJ(中日新
聞本社編， 1988， 45-46)という考えが反映されていたからだと考えられる。
4.2.2 オールトヨタで品質保証
全社的な QCサークル (TQC)を実施したことで， トヨタは 1965年度デミング賞実施賞を受
賞した。ただ，自動車は多数の部品から成り立っているため，真の意味で品質改善を図るには，
その材料・部品レベルにまで焦点を当てなくてはならない。そこで，デミング賞実施賞の受賞後，
トヨタはQCの輪をさらに部品レベルにまで徹底させるべく，部品サプライヤーにも TQCの推
進を奨励し，その援助を行った(トヨタ自動車工業QC推進本部， 1966， 15)。そして，価値連
鎖全体にわたってTQCを適用させるため， トヨタは「昭和41[1966J年からは，“オールトヨ
タ"で品質保証を会社スローガンに掲げ，オールトヨタでTQCを実践することを社内・仕入先
に宣言J(豊田， 1981， 7)したのである制。
4.2.3 VEjVAの指導
トヨタ社内でVEjVAを最初に導入したのは購買部門である。 1961年，仕損費，手直費，ク
(18) トヨタ自動車工業編(1978，357-358)によれば， r仕入先の指導にあたって，対象会社として，まず，
わが社との取引が大きな割合を占めている仕入先を選びました。経営者には“経営"を，部課長には
“管理"を，組長クラスには“監督"を指導しました。具体的には，会社方針の展開，工程改善， QCサー
クルによる改善意欲の向上がその主なものでした。例えば，工程改善については，工数低減のために各
仕入先の人々も一緒に巡回してどこが悪いかをみんなで指摘します。いわば“現場をみて討議する方式"
とでもいうんでしょうか。ただし工数低減といっても，原価低減が本来の目標ですから“原価低減のた
めの"工数低減というこ&を強調しました。また，改善意欲を盛りあげるために，昭和四十一 [196]
年に正式にVA・VE提案報酬制度を設定しました。 VA.VE提案で得られた利益の半分を，提案した
仕入先に還元するわけです。これで一層VA・VE提案制度は盛りあがりました」というものであった
という。
(19) 水野 (1983，23)によれば， トヨタの購買管理部には「仕入先&の連携活動が重要な部分を占めてお
り，仕入先とのTQC活動の指導も購買部門に課せられた業務であるため，かなり広範囲なQC手法の
活用が要求される」という。
(20) オールトヨタによる品質保証を担当する部署は複数存在し，全社的な方針や計画立案は「総合企画室J，
教育・普及の面での計画・実施は「品質保証部J.実務面での実施・推進は「購買管理部」が携わって
L 、た。
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レーム費等を対象に， トヨタでは「不良半減運動」が全牡的に展開されている。この不良半減運
動は TQCの開始と通勤したものと考えられる。そして， 1962年，購買部門が中心となって
VEjVAを導入し，技術部門とも協力してサプライヤーを対象に「部品検討会」安実施した。
部品サプライヤーの社員は部品検討会の様子を「部品検討会の席上， トヨタ自工からかなり手
厳しく着眼点の甘さを指摘されたこともあります。昭和40[1965J年になると，部品検討会に
も重点車種が指定され，コスト目標が出されるようになりましたJ(斉藤， 1979， 102)と表して
いる。また，部品検討会が実施される中で， VEjVAは技術部門にも伝えられ，原価企画の手法
として定着した。技術部門では部内に VEjVAを浸透させるべく iVE室」を新設し，具体例や
規格部品の新製品を展示する等の VE活動を推進していった(トヨタ自動車編， 1987， 441)。
また， トヨタは VEjVAが部品サプライヤーにも浸遣するよう，購買管理部そ通じて r-VA実
施例展示会」を開催したり，ワークショップセミナーを開催したりして，その普及に努めた。そ
の結果，サプライヤーからも VA 提案制度に基つi~、て，積極的に原価低減提案が寄せられるよ
うになったとLサ。そして，原価低減をより成功させるため， 1967年12月に「原価改善報奨制
度」を設定している(トヨタ自動車編， 1987， 370)。
4.2.4 工数低減の指導
部品の原価低減会実行させるには，その部品に使われる材料費を引き下げさせ，部品製造のた
めの工数を低減させることが必要である。前者の材料費低減のために利用された手法が VEjVA
であり，後者の工数(労務費〕低減のために導入されたのが「トヨタ生産方式」白日である。
トヨタの生産調査部長を務めた中川 (2005，52)は「製造現場の原価構成は，業種によって違
いがあるが，製造業の場合は労務費がだいたい二0%といわれ，労働生産性の貢献度は小さく，
他の購入部品費，設備の減価償却費などに目を向けたほうがよいように思われている。しかし，
この購入部品や設備をつくるにも労務費が入っているととを考えると，数値以上に労働生産性の
影響度は大きいといえるj と述べる。つまり， トヨタが生産する製品を見れば，一見，賀入部品
費等の占める割合が高いため，工数低減による原価低減の麗献は低いと見られがちである。だが，
その部品製造には部品サプライヤーの作業者の力が大きく関わっているため，サプライヤーに工
数低減を行わせることは，完成車の原価低減のためにも極めて重要なのである。
そのため， トヨタは部品サプライヤーに工数低減の指導を行っている。ただ，これを実際に行っ
ていたのは，購買管理部門の要請を受けた生産管理部門の主査等である。トヨタの生産管理部門
の指導を受けた部品サプライヤーの西村 0979，109)は「トヨタ自工を取り巻く各社の聞には，
改善の進捗状況に大きな差があることに気がつきました。再度挑戦すべく，最近社員数名が大野
学校で3-4ヶ月勉強きせていただきました」と述べている。
(21) トヨタ生産方式に関しては大野 (1978)を参照のこと。
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4.3 協豊会としての改善活動
部品サプライヤーにおける原価低減活動は， トヨタからの指導によるものと，部品サプライヤ一
同士の共励によるものがある。前者については前項までの通りである。後者の具体的活動の lつ
が，協豊会内に委員会を設けて行われる「協豊会活動」である。
1961年，東海協豊会では迫り来る自動車の輸入自由化に備えるため， 1の委員会を設置した。
そして，翌1962年， I経営研究会JI総務委員会JI開発研究会JI購買研究会JI生産技術研究会」
「品質管理研究会」という 6つの委員会にまとめ，量産，原価低減，品質向上のための研究活動
を行うことにした刷。
協豊会50年史編集委員会編 (1994，49)によれば，東海協豊会では 1961年に技術委員会で
VE研究を取り上げ，さらに 1962年に購買委員会でも VA研究が取り上げられた。いわば， ト
ヨタよりも早く， VEjVAの研究がなされていたのである。そして， 1963年， トヨタの購買部
門が中心となって，ほぽ全ての部品サプライヤーに VEjVAの紹介と教育が行われたという。
こうした協豊会の講習会を通じて VEjVAはメンバー企業に浸透することになった。そして，
重点車種を取り上げ， トヨタの購買部門のみならず設計担当者や技術管理部門の VE推進担当者
も出席して部品検討会が聞かれるようになった。 トヨタがVA活動を重視していたことから，
協豊会でも 1965年度の活動方針として， I品質保証」と「原価改善」が2大目標として掲げられ，
その後， 1971年に VAjVE優秀会社の表彰制度が設けられると，協豊会メンバー企業はより一
層奮起して， VEjVAに取り組むようになったという。
5 まとめ
製品原価に占める買入部品費の割合が高いため，自動車工業ではその原価管理が強く意識され
る。トヨタにおいてこうした状況が作り出されたのは，創業当時の自動車工業をめぐる技術的要
因と時代背景による。
豊田喜一郎氏は，創業当初から買入部品の原価が割高で，さらに品質的に劣っているものも多
かったため，部品の内製化を進めようとした。だが，創業から間もなくして戦時経済体制に突入
し，完成車メーカーは部品サプライヤーから部品を購入せざるを得なかった。部品の内製化を進
められるような状況ではなかったからである。さらに，資源不足から部品サプライヤーも満足に
部品を生産できる状況ではなかった。そのため，部品サプライヤーとの関係を良好にして円滑な
資材調達を図るべく， 1943年にトヨタは「協豊会」を発足させ，積極的に協豊会のメンバー企
業を支援し，協力部品サプライヤーとの関係を強化させたのである。そして，終戦後もトヨタで
(2) 協豊会60年史編集委員会編 0994，46)によれば，その後， 1964年には「総務JI増産対策JI原価
対策JI品質保証推進」という 4つの委員会に整備されたという。
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全ての部品を生産できる状況ではなかった。そこで， トヨタは協豊会を活かし，これに所属する
部品サプライヤーを育成し，そこに良質の部品を製造させる方針を採ることにした。これはある
意味，当初の意図した購買戦略がその当時の経営環境ゆえに実現できなくなり，その代わりに新
たな購買戦略が創発されたと考えるべきであろう刷。
1950年代初頭， トヨタが重点的に部品サプライヤーに植え付けたのが品質管理に対する意識
である。当時， lPAからの大量受注を受けるには良質な部品を使う必要があり， トヨタは品質
管理手法を部品サプライヤーに導入させるべく積極的に指導を行っていた。敢えて言えば，原価
管理意識よりも品質管理意識の方が高かったのである。
だが， 1950年代半ばより，徐々にトヨタでも製品原価の低減には部品の原価低減が不可避と
いう意識が高まり，部品サプライヤーとの価格交渉に備えて，社内に「部品原価検討会」が設け
られた。そして，積極的に完成車の原価低減を図るべく，部品サプライヤーに原価の引き下げを
要請するようになった。その実現には部品の材料費を引き下げさせ，部品製造に係る工数を低減
させる必要がある。そこで， トヨタはサプライヤーを対象とした「部品検討会」を開催して，部
品の材料費低減のために VEjVAを，部品の工数低減のためにトヨタ生産方式を導入させたの
である。こうした部品サプライヤーの育成や指導を総合する部門として， トヨタは 1966年に購
買管理部を設立している。
すなわち， 1960年代までに整備されたトヨタの購買管理システムは，良質な買入部品をより
低価格で入手すべく，協豊会に属する部品サプライヤーを積極的に育成する仕組みとなっている
のである。そして，その育成は購買管理部門が主に担うものの，必要に応じてトヨタの関係諸部
門が関与している。こうして買入部品費の原価低減が実現可能となっているのである。
また， トヨタの強さを支えるものとして，部品サプライヤー側でも独自に「協畳会活動」とし
て原価低減のための取り組みを行っている。その取り組みがなされる原動力の解明については，
今後の課題としたい。
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